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平成 27 年度 学校経営計画及び学校評価 

 
１ めざす学校像 

生徒が主役！ 生徒の力を伸ばし、確かな進路を実現 

１．授業や特別活動を通じて、他者とともに自己伸長がはかられている。 

２．規律を遵守し、規範意識を持ち、正しさを一貫して追求している。 

３．生徒の多様な進路を保障しつつ、社会に有為な技術者を送り出している。 

４．地域に貢献し、地域に開かれている。 

２ 中期的目標 

１ 確かな学力への取組み 

（１） 生徒が積極的に授業に参加し、基礎的・基本的な学力の定着ができるよう、生徒との信頼関係をベースにした授業改善に取り組む 

ア 生徒の実態を把握し、学力伸長に向けた授業を展開する。また、少人数授業、選択科目の充実を行い「わかる授業」を実践する。 

イ 生徒による授業評価を有効に活用するとともに、生徒が主体的に授業に参加できるよう授業の工夫・改善を進める。 

ウ 学校での読書活動を一層推進するとともに、授業等における図書館機能の活用を図る。 

※生徒による授業評価における授業満足度（H26：79％）を毎年引き上げ、H28年度には 85％をめざす。 

（２）「ものづくり教育」を通じて、意欲をもって学習に取り組む生徒を育成する。 

ア 生徒が望ましい勤労観・職業観を身につけるため企業や大学等と連携し、職業教育の充実を図る。 

イ 英語によるコミュニケーション能力を育成するなど、国際社会に通用する技術者を育成する。 

     ※生徒向け学校教育自己診断結果における実習授業における満足度（H26：78%）を H28年度 85％をめざす。 

２ 子ども達の未来に向けた支援と豊かな心のはぐくみ 

（１） 人権教育に立脚した他者と連携する力の育成に努めるとともに、生徒との信頼関係をベースにした毅然とした生徒指導を行う。 

   ア 生徒の発達段階に応じた人権教育と、学年別人権教育の充実を図る。 

   イ 問題行動の防止や再履修生および退学者の減少に努める。 

   ウ 情報に関する倫理教育の充実をはかる。 

（２） 分掌・学年等の取組の中で、生徒の自己実現への支援に努める。 

   ア 支援教育の充実のため教育相談体制の機動性を高め、学習支援活動の充実をはかる。 

   イ 進路実現に向けた分掌・学年・教科の連携を深め、教育委員会等の事業を活用しながら、生徒の自己実現に向けた指導の充実を図る。 

    ウ 中途退学率の減少（H26年度末 1.6％）。また、就職・進学とも全員内定を各年度の目標とする。 

エ 卒業後の追跡調査の精査をめざすため、３年後の離職率調査を実施する。また、進学した生徒の学習状況調査を実施する。 

     ※中途退学者減少 

     ※就職 1次内定率の向上 H28年度 80％、 3年後離職率 20％以下 

３ 魅力ある工科高校の創造と学校運営体制の確立 

（１） 生徒が生き生きと学校生活が送り、また未来を支援できるよう学校組織の改善を進める。 

ア 入学後、理論的に専門教育を学ぶことを志向する生徒のニーズに対応できるよう「接続」（進学）に関する教育のあり方を整備する。 

イ 部活動の振興を図るとともに、安全対策の強化を図る。また、資格取得に向け組織的な取組をおこなう。 

ウ 職員の一人ひとりが学校経営に参画し、経営的視点を持つことのできる組織づくりを進めるとともに、教職員が互いの情報を共有化する 

ため、校内イントラネットを活用した校務の ICT化を進める。 

（２） 工学系大学進学専科の指導充実を図り、公立大学への進学を含め生徒の多様な進路に対応する学校づくりを行う。 

（３） 中学校に対する本校教育内容や進路実態を戦略的に広報活動し、志願者の安定的確保を図る。 

  入学者選抜に係る希望調査時倍率および志願者倍率の向上（H27 選抜：1.1 倍） 

   ※平成 28年度選抜 志願者倍率 1.2 倍を確保する。 

（４） 教員の授業力向上のため、教員相互の研究授業の活性化や外部との連携による研修の充実を図る。 

（５） 退職教員が増える中で、中堅や若手が「ものづくり」の技術を継承する。  

（６） 魅力ある工業教育について研究を進めるとともに意欲ある教員を育成する。 

（７） 地域貢献し、地域に愛される学校づくり 

ア 特別活動（行事、生徒会、部活動）を中心とした、地域への貢献を進める。 

イ 企業や地域との連携を深め、学校の活性化を促進する。 

【学校教育自己診断の結果と分析・学校協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［平成２７年 11月実施分］ 学校協議会からの意見 

【生徒が主役の学校づくり】※以下の数値は肯定的意見の比率 

生徒調査で○学校満足度：1 年 79%、3 年 84% ○淀工生の自覚と誇り：1 年

74%、３年 72%、○文化祭等行事が盛ん：1年 84%、3年 77%○部活動が盛ん：

1 年 82%、3年 78% と生徒の自己肯定感が一定数確保されている。 

【学習指導】 

生徒調査で○実験実習が興味深い1年77%、3年73%○資格取得に熱心1年58%、

3 年 64%と工科高校の実技科目や資格取得に関心が高く一定の満足度があり、

今後も一層推進したい。一方で○家庭学習の実行：1年 19%、3年 22% ○考

えをまとめ、発表する授業：1年 21%、3年 27% ○授業規律遵守：1年 25%、

3 年 28%と家庭学習や授業規律等の課題が見受けられる。また教員調査で○学

習形態の工夫改善 48%、思考力重視の学習指導 42% と学習指導に課題を感じ

ている様子。今後組織的な授業改善や学習指導に一層努めたい。 

【生徒指導】 

生徒調査で○服装などルール・マナー：1年 63%、3年 61% ○携帯電話マナ

ー：1年 32%、3年 32%と項目により差があり、今後の課題である。 

教員調査では○生徒指導の組織的取組：72%、○問題行動防止の早期指導：60%

と教員の意識は一定確保されている。 

【進路指導】 

生徒調査で○ＨＲで進路生き方考えられる：3 年 56%、進路に備えた行事充

実：3年 65%と一定数あるが、さらなる充実に努めたい。 

 

第 1回（7/17） 

○学校経営計画について 

・命や人権、技術者倫理については議論し考えさせること、また授業も失敗させて考え

させる機会与えること大事。主体的に参加できる授業の工夫を願いたい。 

○学校の広報戦略について 

・中学校教員との交流深め、淀工の強みを実感させること。・従来の学校説明会に加え 1

月にも個別相談会等実施すべきで、選抜が後期になったことの危機感必要。・文化祭

など学校行事を広報に活用すべき。生徒を前面に出しての広報は効果的。学校ＨＰの

充実など、外部に向けての展示等も検討すべし。淀工の強みを大いに発信すべき。 

第 2回（1/6） 

○進路、資格取得、部活動等の状況報告 

・就職内定率 99.6%、大学進学 87%・資格では 2 種電気工事 121 名（90%）・部活：吹奏

楽全国大会金賞、グリー関西金賞、演劇近畿 3位、ラグビ地区ベスト 8等 

○支援教育の取組について（配慮を要する生徒の対応について） 

・学校で支援教育推進委員会中心に、高校生活支援カード、保護者アンケートで把握、

個別の教育支援計画、指導計画策定。 

・職員の勉強会で意識の向上が重要で、個の特性に応じた指導が必要。保護者の協力は

必須。卒業後の見通しを付けた支援が必要。フィジカル面とメンタル面で自立支援。

ハード面は環境整備、ソフト面は本校の部活動参加が効果が期待できるのでは 

第 3回（3/29予定） 

○H27 年度学校経営計画の評価： 概ね了。課題は今後のアクションに活かすこと。授
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業改善に向けた研究授業等は次年度に取組んでいただきたい。 

○平成 28年度学校経営計画 前年度評価を踏まえた計画になっている。 

○授業改善への取組：教員相互の風通しが大事。評価活動について情報を共有し指導改

善に活かすべき。校内の授業力資源を有効に活用すべし。 
 

３  本年度の取組内容及び自己評価 

中期的 

目標 
今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 評価指標 自己評価 

１ 

確
か
な
学
力
へ
の
取
組
み 

（１）学力の定着 

ア 生徒の実態

を把握し、学力伸

長に向けた授業

を展開。 

イ 授業評価を

有効に活用。 

生徒が主体的に

授業に参加でき

るよう授業の工

夫・改善を進め

る。 

（２）ものづくり

教育 

ア企業や大学等

と連携 

英語によるコミ

ュニケーション

能力の育成 

（１） 

ア・「朝学」の充実で基礎学力の定着図る。 

・１、２年生で外部模試による生徒の学力 

の定点観測・分析を行い、課題の克服を 

進める。 

 ・各教科指導の中で、生徒間の発表や討論

の機会を増やす。 

イ 授業力の向上を図るため、計画的に研究 

授業を実施。 

授業公開週間等活用し授業互見進める。 

外部講師等を招き授業力向上の研修を

実施。先進事例を研究する。 

（２） 

ア インターンシップや企業実習などを進

め豊かな勤労観を醸成するとともに、職

業資格取得などを進めて専門教育とし

ての付加価値を高める。 

イ 大学や企業連携により、工業英語教育の

充実を図る。 

（１） 

ア・生徒による授業アンケートに

おける授業満足度 H27：80％

目標。（H26：79%） 

 ・各系・科でシラバスの 

再検討を行う。 

 ・家庭学習者の増加（H26:33%） 

イ・各科で研究授業を２回 

実施する。 

 

（２） 

ア・学校教育自己診断結果 

の実習授業満足度 H27:80％ 

（H26：78%） 

インターンシップ参加数：2割増 

資格取得者：2割増 

 

(1) 

ア・朝学の全学年実施は定着した。学力の定点観測では学

力向上に課題が見られた。教科により、生徒が能動的に

意見発表したり、課題研究については全員が発表した。

今後、こうした機会の拡大にさらに取り組みたい。 

授業満足度 79%（○）、家庭学習（1年：52%、3年 22%）（○） 

イ・研究授業を実施し、教員の参加も見たが、広がりとし

て十分とは言えない。授業公開は全教科に拡大したが、

参加者の増が課題。（○） 

授業力向上研修は未実施。（△）先進事例 4件視察（○） 

(2) 

ア・インターンシップ等は 13名（○） 

  実習授業満足は 77%（○）、資格取得ジュニアマイスタ

ｺﾞｰﾙﾄﾞ３、ｼﾙﾊﾞｰ４（H26:G１、S:6）（○）、電気工事 121

名（H26：84名）（◎）旋盤技能 2級 1・3級 11名（○） 

 電気工事は府内 1位で全国ランク、ものづくり近畿 2部

門出場、学設科目など組織的取組を推進。 

イ・大学 合格率 87%（1月現在） 

  大阪工大（研究室体験等）、福井工大（大学体験）、府

立大高専（研究室訪問）など連携強化で意識アップ 

２ 

子
ど
も
達
の
未
来
に
向
け
た
支
援
と 

豊
か
な
心
の
は
ぐ
く
み 

（１）人権教育と 

生徒指導 

ア 発達段階に

応じた人権教育

の推進 

イ問題行動の防

止や退学者等の

減少に努める。 

 

（２）生徒の自己

実現への支援 

ア 教育相談体 

制の充実 

イ 進路実現 

（１） 

ア 人権講演会やテーマ設定による人権 HR

の実施し人権教育の充実図る。 

イ・学習環境の改善を図るため、全教員によ

る学校巡回を定期的に行う。 

 ・生活習慣の確立で遅刻減を図る。 

・情報倫理に関する指導の充実を図る。 

（２） 

ア 支援教育コーディネーター中心に配慮

を要する生徒の支援、進路指導の取組を

活性化。支援学校との連携を強化する。 

イ 就職率 100％をめざし、1 次内定率の向

上はかる。また、離職率の調査の継続と、

大学等進学した生徒の学習状況調査を

実施する。 

（１） 

ア学校教育自己診断「命や人権の

大切さ学ぶ機会多い」肯定率

60%（H26：45%） 

イ中途退学率の減少（H26：1.6%） 

・遅刻年間 4500未満 

（H26:5300） 

（２）ア・学校教育自己診断（生

徒向け）の「教育相談利用し

やすい」の肯定率 40%以上に 

  （H26：38%） 

イ・就職内定率（学２校斡旋によ

る）100％。 

 ・卒業後３年の就職者の離職率

調査（状況把握率 90%以上） 

 ・大学進学者状況把握 

(1) 

ア「命人権の大切さ学ぶ機会多い」肯定 45%(H26：45%)（△） 

全生徒対象の人権研修行事やLHRでの人権学習等を計画的

に進めているが数値は横ばい。 

イ 中途退学 0.8％ 

 ・遅刻 4614（年度末）（○） 

(2)ア 教育相談の利用肯定率 36% 

 「先生は良く話聞き見逃さず対応してくれる」53%。 

・支援教育推進会議を開催し配慮を要する生徒支援を組織

的に行った。個別の教育支援計画、個別の指導計画の策定

も行った。（○） 

イ・就職内定率 100%（３月） 

 ・離職掌握率 95%（3年後離職率 13%）（◎） 

 ・内定は年度末 100%目指す。離職率は一般に高卒 50%と

言われる中で定着率は高い。 

 ・大学進学者追跡調査している。 

  

３ 

魅
力
あ
る
工
科
高
校
の
創
造
と
学
校
運
営
体
制
の
確
立 

 

（１） 生き生き

とした学校生活 

学校組織の改善 

ア「接続」（進学）

に関するシステ

ムを整備する。 

イ 部活動の振

興を図る。 

ウ 組織の検討 

 

エ 工科高校の

魅力づくり 

 

 

（２） 広報活動

をより一層積極

的に行う。 

ア 中学校訪問

および体験授業 

イ 中学生への

技術教育の啓発

活動を充実する。 

（３）地域貢献連

携の充実 

（１） 

ア 工学系大学進学専科の教育内容充実の 

検討を継続する。 

大学への進学指導を計画的に進める。 

イ 部活動をはじめとした特別活動が活発 

に展開できる体制を構築する。また、 

クラブへの入部率向上を図る。 

ウ 将来検討委員会で学校の組織課題を分

析・解決方策を検討。 

エ ものづくりコンソーシアムを機動化

（２） 

ア 年間２回の教員による中学校訪問や 8

月の体験入学、学校見学会、中学校教員

対象の学校紹介の機会を持つことなど

を効果的に行い、志願者の増加を図る。 

イ 中学生への体験入学や資格講習会を  

  通じて、「ものづくり」の楽しさを体感 

  してもらう。 

ウ 中学校教員対象ものづくり教室を開く。 

（３） 

ア 生徒会及び部活動による地域連携に取

り組む。 

（１） 

ア・自己診断「将来の進路に向け

た行事が充実」H27：75% 

 ・大学進学希望実現度 90%  

イ・部活動加入率前年度比 

2％増加（平成 26年度 

72％） 

ウ・スクラップ＆ビルド 

エ 企業連携数の増加 

 

（２） 

ア・入学者選抜に係る希望 

調査時倍率および志   

願者倍率の向上 

・平成 28年度入学生選抜  

志願者倍率：1.2 倍 

(H27：1.1倍) 

イ・中学校訪問（のべ 200校） 

や体験入学、出前授業（6校）

を実施する。 

ウ・夏休みに１回実施する。 

（３） 

小中学校との連携を５回以上

取り組む。 

(1) 

ア・「将来の進路に向けた行事充実」65%（○） 

 ・大学進学実現度 90%（3月）（○） 

イ・部活入部率 72%（○） 

ウ・5役会や PT検討会議で課題検討（○） 

エ・企業連携数は横ばい 

・進学専科に対する H28入学者のカリキュラムは完成。大

学指導は定点観測と保護者連携を強化。部活動は本年も

全国大会金賞、近畿金賞、近畿 3 位など輝かしい成果。

（◎） 

(2) 

ア 希望調査は極めて厳しい状況。 

イ 中学校訪問 180 校（1 月まで）、体験入学（8 月）、学

校説明会 11・12月（321名）、進学相談会 1月（40組）

出前授業３校、2月訪問 33校、説明会追加 2月 13日、

20日に実施各 20組参加。（○） 

・志願倍率：1.02倍（△）募集人数は超えたが厳しい結果。 

ウ 中学校教員対象研修会 2回、技術家庭研究会研修 1回 

(3)ラグビーカーニバル、サッカー教室、吹奏楽の地域の

中学校との連携、バスケットボールの中高連携等実施

（◎） 

 

 

 


